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はじめに―協力案件の概要と第三者評価―

わが国の政府開発援助は、過去40数年という期間に飛躍的な発展を遂げ、1989年に供与額

において世界最大の規模に至り、1991年以降その地位を保持しているが、リーディングドナー

としてのわが国の援助に対する内外からの理解と支援をさらに高めるためにも、わが国の政府

開発援助、なかでも国際協力事業団（ＪＩＣＡ）の行う技術協力が、どのように実施されどの

ような効果をあげているかについて、評価することが重要となってきている。

政府開発援助のなかでもＪＩＣＡの行う人造り協力については、その援助の効果が一般的に

は目に見えにくい場合が多くあり、協力期間内のカウンターパートへの技術移転にとどまるこ

とのみならず、それらの協力が当該国の社会経済にどのような形で貢献して具体的な波及効果

をあげたかなど、客観的な視点から検証することが内外から求められてきている。

ＪＩＣＡは、当該国の援助の重点分野を中心に過去の協力を検証し、ＪＩＣＡ協力総体とし

ての国レベルでの効果を確認し国別援助指針に連携していく「国別評価」、重点課題、特定セク

ター、特定事業などのテーマで複数協力を横断的に評価する「特定テーマ評価」、当該国の計画

策定機関、実施機関あるいは先進国援助機関、国際機関と合同で行い評価結果を共有する「合

同評価」など、さまざまな形で事後評価を実施している。

しかしそのなかでも、評価の客観性の確保と、より幅広い視点からの評価を行うために、開

発援助に精通し、ＪＩＣＡ事業について見識を有する外部の第三者（学識経験者、民間有識者

など）に依頼して評価を行い、その結果を事業実施の改善に反映させる「第三者評価」も実施し

ているが、これについては、内容と件数をさらに充実すべしとＪＩＣＡの内外の声も多く、

1998年１月、外務大臣の懇談会である「21世紀に向けたＯＤＡ改革懇談会」（座長：河合三良国

際開発センター会長）も外務省、ＪＩＣＡの行う事後評価に外部の有識者、学識経験者による

評価の拡充と外部第三者の視点をさらに入れるべしとの提言を行っている。

今回は、冒頭に掲げた時代の求める第三者の視点からの評価というニーズの観点から、プロ

ジェクト個別の評価、ＪＩＣＡの事業実施サイドからの評価という主旨とともに、「人造り協

力における組織・制度造り/能力開発」というプロジェクト/セクター横断的観点から、医療/

教育分野の人造り協力に造詣の深い神戸大学大学院国際協力研究科・内田康雄教授に第三者評

価調査を実施願うものである。

インドネシアはわが国政府開発援助（ＯＤＡ）最大の受取り国であり、人造り協力もさまざ

まな分野、地域で実施されてきたが、今回は分野も実施背景も協力サイトも異なる２つのプロ

ジェクト方式技術協力を対象に横断的評価を実施した。

評価対象の２つのプロジェクト方式技術協力案件のうち「スラバヤ電子工学ポリテクニック」

プロジェクトは、高等教育訓練部門において相手側の組織・制度造りの成果が顕著にみられた

事例であり、効果発現、教育プログラムの持続的運営に大きく貢献した要因、さらに改善を施
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すべき点などを外部有識者の観点から検証した。

ここで焦点を当てたのは、新たに人材養成/訓練機関を立ち上げるときの組織・制度造り、

および持続的な運営を確保するための工夫、努力である。これらの効果発現要因の類型化によ

り、今後の人造り協力案件へ広く生かせるような有益な教訓・提言の抽出を試みた。

もう一方のプロジェクト方式技術協力「電話線路保全訓練センター」については、わが国の

電気通信部門が官民ともに古くから保有する電話線路保守技術の技術移転効果、ならびに同分

野に関する組織・制度面、能力開発における日本の協力が果たした貢献という技術的な観点も

さることながら、電話線路保全技術という豊富な経験を持つ日本が、技術的な観点のみならず、

保全要員の職業意識、職場環境整備にまでノウハウを伝授し広い効果をあげた点である。

また経済的観点に目を向ければ、本協力は、目下アジアで顕著な傾向である民間活力導入、

外国資本の導入などの視点も含む協力案件であり、結果として民営化問題と政府開発援助の関

連に触れることとした。開発途上国における通信、電気、放送などの公益事業は、近年におい

て民営化、大幅な民間活力、外国資本の導入の動きが盛んであることから、特にこの趨勢が著

しいＡＳＥＡＮ諸国においては、政府開発援助がどのように関与できるのか、また関与すべき

かを外部有識者の観点から検証し、今後の公益事業への協力の形成、実施に向けた教訓・提言

の抽出を試みた。



第Ｉ部　スラバヤ電子工学ポリテクニック
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１ -２　高等 /技術教育セクターにおける組織・制度造り /能力開発

技術分野における高等教育は、初等・中等教育とは異なり、産業界に直結しており、国の経

済・産業基盤を直接支えていく役割を担っている。したがって、教育の質がそのまま産業界の

利益に結びつくセクターである。また、基礎教育分野と異なり、産業界とのさまざまな形によ

る積極的な連携によって教育施設の有効利用、在職者訓練の有償提供によって自己財源確保に

よる持続的発展、技術交流が期待できる分野でもある。

インドネシアにおけるポリテクニックについては、同国が1980年代後半から外国資本を積

極的に導入し、非石油製品の製造を産業界に奨励したが、技術形系の人材育成に問題があり、

これが工業化政策を阻害する大きなネックとなっていたため、同国は世界銀行の援助で1984年

から全国的にポリテクニックを設置したという背景がある。今回事後評価の対象としたスラバ

ヤのポリテクニックについていえば、電子工学と通信工学に特化した教育施設である。

わが国はインドネシアに対して、さまざまな形で技術分野の人造り協力を実施しているが、

「スラバヤ電子工学ポリテクニック」は、新たに教育訓練施設を立ち上げ、持続的発展を遂げ、

最終的には「第三国研修」実施により周辺アジア諸国への技術の波及も実現したモデル事例（カ

ウンターパート33名も転職することなく全員プロジェクトに定着）であり、類似協力に向けた

多くの教訓・提言を含んでいる協力案件である。技術分野における高等教育のおける組織・制

度造りは、産業界といかに有効に連携し、質の高い卒業生を経済界に持続的に輩出するかが鍵

であり、その意味からも本件協力は、その組織・制度造りの成功要因の整理、類型化が類似協

力に対し広く有益な教訓・提言となるものと考えられる。

この評価では、組織立上げから運営までの工夫、投入を既存の投入を既存の資料から分析

し、現地でのプロジェクトの当時、現在の関係者からの聞き取り調査、および卒業生、卒業生

の就職先関係者などに対しての幅広いアンケート調査により事実を検証していく。
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第２章　スラバヤ電子工学ポリテクニックの評価

本章では、スラバヤ電子工学ポリテクニック（以下、ＥＥＰＩＳ）の現状を、①教育内容の

充実、②組織のマネージメント、③外部組織との連携、ならびに④プロジェクトの外部条件の

４つの視点からとらえることにより、プロジェクト協力終了後にＥＥＰＩＳがどのように運営

されてきたかを概観し、プロジェクトとの関連性およびプロジェクト協力が組織・制度開発に

貢献した要因について分析する（なお、分析のための情報源であるアンケートおよびインタ

ビュー調査結果の要約については巻末資料３～５、９～14を参照されたい）。

２ -１　教育内容の充実

２ -１ -１　カリキュラム・教材の開発と改訂

（1）カリキュラムの開発と改訂

現在のカリキュラムは、通信、電子、電気の３つの分野にわたり組み立てられており、

それぞれ、一般学科、基礎学科ならびに専門学科の３本柱から構成されている（第２章の

章末資料１）。カリキュラム内容の改訂作業は５年ごとに行うことが政府の規定で定めら

れており、ＥＥＰＩＳでは過去２回（1989年と1994年）にわたり実施された。教科構成な

どの標準カリキュラムは、ポリテクニック教育開発センター（ＰＥＤＣ：バンドン）が提

示することになっており、具体的な指導要領については各ポリテクニックにまかされてい

る。1989年にはＪＩＣＡプロジェクトの協力範囲として企業側の意見も取り入れながらカ

リキュラムの開発・見直しが行われた。その主な特徴は、終了時評価調査において明らか

になっているように、①理論と実践を兼ね備えた実践的技術者の育成、②将来の技術革新

に対応できる基礎理論の理解、ならびに③主体的に行動できる技術者の養成をめざして、

基礎理論を重視したものへと改訂されたことにある2。

1994年には、ＥＥＰＩＳ内にカリキュラム見直しのための作業チームが設置され、卒業

生を雇用している企業に対するニーズ調査やそれまでにＥＥＰＩＳ側に届けられている企

業、卒業生からの反応をもとに改訂作業が行われたとされている。1994年の改訂の際に

は、基礎的な工学教育および英語教育の強化の必要性があげられたという。英語教育は外

資系もしくは外資とのジョイントベンチャー企業の求人が多い電子・電気系ポリテクニッ

クにとっては特に重要であるが、必ずしも十分に行われていないのが現状である。英語担

当教官および生徒からは、英語時間の短縮や英語教育用のラボの不足や教材の不足が指摘

2 具体的には理論/実験・演習の時間比率を40/60から60/40へ変更し、理論/実験・演習の対で構成されるひとつ
の教科科目の理論（講義）と実験とを分離した。この結果、ＰＥＤＣの提唱するカリキュラム内容とは異なったユニー
クなものとなった（ＪＩＣＡ：インドネシア・スラバヤ電子工学ポリテクニック評価調査団報告書、1991年11月）
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されている。

1989年の改訂時に導入された理論重視の視点はそのまま変更なく受け継がれ、実践的技

術者としての能力が備わった人材を排出するメカニズムとして関係者から評価されている

ように見受けられた3。それらを裏づけるものとして、ＰＥＤＣに対しカリキュラム開発

に関するアドバイスを行うなどの活動を実施していることは特筆に値しよう。

前述したように、ＰＥＤＣはインドネシアにおけるポリテクニック教育開発の標準化を

進めるために設置された組織であり、ポリテクニック全体に対するその影響力は大きいと

思われる。そのＰＥＤＣに対してカリキュラム面での進言を行うことができるという意味

においても、ＥＥＰＩＳが実施している教育内容が他のポリテクニックに比べて高い評価

を受けていることがわかる（ＰＥＤＣとの関係については「２-３-３　ポリテクニック教

育開発センター（ＰＥＤＣ）との関係」の項参照）。これらＥＥＰＩＳのカリキュラム内容

の独自性はＪＩＣＡのプロジェクト協力によってその基礎が築かれており、実際の教育現

場における十分な機材・設備の供与と相まって、「電子工学の分野でいちばん優れたポリ

テクニックであるという評判」を生み出している4。

（2）教材の開発と改訂

プロジェクト協力期間中には日本人専門家のリーダーシップによって約271種類の教材

が開発された5。その後、ＥＥＰＩＳでは独自に教材開発・改訂を進め、現在では98種類

の教材を活用している（第２章の章末資料２）。

教材に関する問題点として在校生（正規のコース）から指摘されたことは、夜間コース

のほうに教材が使われるようになってから教材の数そのものが不足しているということで

あった。今回の調査において、夜間コースや企業に対するセミナーの実施がＥＥＰＩＳに

とって重要な収入源になっていることが明らかになった半面、教育の質に与えている影響

もいくつか散見されており、教育組織のコストリカバリーの問題を提起している（詳細は

「２-２ -１　財務マネージメント」の項参照）。

ＥＥＰＩＳの教育方法の特徴のひとつは、理論と実践の両面を同じ教官が教えることで

ある。通常、他のポリテクニックでは理論を教える教官と実践を教える教官は別であり、

そのことが理論偏重の技術者を生み出すというゆがんだ技術教育を施す結果になっている

という。

3 卒業生のインタビューでは、他のポリテクニックの卒業生と比較して理論と実践の組合せが効果的に行われていた
ことが指摘された。また、教官に対するアンケート調査では理論と実践の組合せが企業のニーズにあったものであ
ることが強調されていた。教官のアンケート調査ではほとんどの人が、理論と実践の比率が電子工学系のポリテク
ニック教育に適していると答えている。

4 在校生のアンケート調査では、ＥＥＰＩＳを選んだ理由として多くの生徒が「ＥＥＰＩＳのよい評判を聞いて」と答
えている。

5 ＪＩＣＡ：1991年 11月付属資料３
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プロジェクトの協力期間中に日本人専門家が積極的に導入したのは、訓練モジュールを

教官自らが自主制作することを通して、理論に基づいた実践を教えることができる環境を

整えることであった。この教育方法は、在校生からも理解しやすいとの評価の声があがっ

ていた。

ＥＥＰＩＳ側は、他のポリテクニックで自作モジュールを使っていないのはそれが可能

な質の高い教官が少ないからであると指摘していた。すなわち、ＥＥＰＩＳ教官はそのす

べてが大学工科系卒業者であり、また日本での研修経験を多くの者が有していることが自

作モジュールの活用を可能にしているという（教官については「２-１-３　教官の能力開

発」の項参照）。その意味において、ＪＩＣＡによる協力がそれら自作モジュールによる教

育を可能にする土台を作ったと評価することができる。

２ -１ -２　教育機材・施設の維持・管理と新規機材の導入

教育施設に関しては、特に大きな支障があるという指摘はなかったが、教育機材に関して

はいくつかの問題を抱えていると思われる。機材の維持・管理は、ＥＥＰＩＳ内に1992年

に設置されたMaintenance & Repair Center において行われているが、スタッフはわずか

２名（教官１名、技術者１名）と少なく、必ずしも十分に維持・管理が行われているとはい

えない状況のようである。

たとえば、在校生に対するインタビューおよびアンケート調査結果では、機材が故障して

いるため教育内容に支障をきたしていると述べた生徒が多い6。また、機材の量に関しても

不十分と答えている学生が多く、このひとつの背景には故障したままの機材が放置されてい

ることが関連していると推測される。卒業生へのインタビュー調査結果からは、ＪＩＣＡプ

ロジェクトの終了を境に、機材の維持管理状況が悪化していることを示唆するようなコメン

トが多かった。つまり、ＥＥＰＩＳ設立初期の卒業生は（1992～1993年ごろ）機材も比較的

新しいこともあるが、他のポリテクニックに比べて機材・施設が充実していることを誇りに

していた。しかし、1994年以降の卒業生の多くは、機材が故障したまま使えないものが多

かったと述べている。卒業生のアンケート調査では、母数に限りがあるため卒業年による差

をとらえることができなかったが、機材に問題があると回答した人は39名中16名いた。

現在、ＥＥＰＩＳの機材はコンピューターを除きほとんどがＪＩＣＡ協力開始時に導入さ

れたもので、10年近くを経ており、機材そのものの寿命がきているものが多いという。イン

タビューやアンケート調査結果からは、使えない機材として以下の種類があげられた7。

6 在校生のアンケート調査によると、36名の回答者のうち、25名は何らかの形で機材の故障に対する不満を訴えてい
る。機材の維持管理状況を５段階評価で聞いた質問に対しては、平均2.94のスコアであり、３分の１を占める回答
が２もしくは１の評価をくだしていた。

7 なお、参考までにＥＥＰＩＳが現在新規購入を希望している機材のリストを入手したので、第２章の章末資料３に
添付した。
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oscilloscope（オシロスコープ）、　 voltmeter（電圧計）、　

connector cable（コネクタケーブル）、 　probe〔プローブ（ゾンデ）〕

ＪＩＣＡ協力による機材の導入について特記すべきこととして、日本によって供与された

コンピューターについて触れておく。今回ＥＥＰＩＳ側から指摘されたのは、当初供与され

た36台のコンピューターはＩＢＭと互換性がないＮＥＣ製であったため、ソフトウェアな

どが入手できず、もともと維持・管理自体が困難であったという点である。当時、日本では

ＮＥＣのコンピューターが最もポピュラーで日本人にとって最もなじみのある機種であった

ことは確かであるが、それがそのまま外国に持ち出された場合のデメリットは明白である。

ＥＥＰＩＳに限らず当時の他のＪＩＣＡプロジェクトでもＮＥＣ製が多く導入されており相

手国側から不満の声を聞くにつけ、技術協力を行う側の使い勝手のよさと、それを受ける側

の自立発展性を見据えた機材とのマッチングをより適切に行うことが求められるべきである

ことを再認識させられる。現在使用中のコンピューターは約70台ありＥＥＰＩＳの独自予

算により買い換えられている8。

機材の維持・管理に関しては、ＥＥＰＩＳ設立後９年近くを経てもそのままの機材を使っ

ており、その多くが故障しているという指摘が在校生、卒業生からあったのは前述したとお

りである。また教官のアンケート調査結果にも複数の回答として、技術革新に伴う機材の見

直しが行われていないことを指摘するものがあった。

一般に公的セクターにおける技術教育分野のプロジェクトの場合、機材の買い換えなどに

必要な十分な開発予算の確保が難しい場合が多い。世界銀行の報告によると、インドネシア

における技術教育・訓練分野における政府の予算は、本来は資本財に使われるべき開発予算

も給与や施設・機材の維持管理費用に回さなければ組織が成り立っていかない現状が指摘さ

れている9。特に電子工学系ポリテクニックの場合は産業界の技術革新が比較的速い分野で

あり、ニーズの変化に合わせて機材・教材の見直しを行っていかなければならないことを考

えると、組織開発の条件のひとつとして、それら財政マネージメントのメカニズムをプロ

ジェクトの立案過程において十分に考慮していく必要があろう（予算の詳細については「２-

２ -１　財務マネージメント」の項を、具体的提言については「第Ⅲ部第２章　案件形成調

査・業務の充実」の項を、それぞれ参照）。

8 政府からの開発予算では不十分なため、企業研修や夜間コースといった独自の収入による予算で購入したとのこと。
9 World Bank： Training and the Labor Market in Indonesia, p.50
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２ -１ -３　教官の能力開発

（1）ＥＥＰＩＳの教官の概要と研修状況

開校当初は８名の専任教官からスタートしたのが、現在ではパートタイマーを入れて計

59名にのぼる教官を抱えるに至っている。採用時点の学歴は不明であるが、採用後の研修

により全員が大学の学部卒（Ｓ１）もしくは修士号（３名）、博士号（１名）保持者である（第

２章の章末資料４教官リスト参照）。これは他のポリテクニックでは学位を持っていない

教官（Diploma Ⅲ）も多いことと比較すると10、質的な面で高い潜在能力を有しているとい

えよう。

この背景には、ＥＥＰＩＳ側のよりよいスタッフ確保のための努力のほか、インドネシ

ア屈指の工科大学のひとつであるスラバヤ工科大学（ＩＴＳ）と同じキャンパス内に位置

しているという地理的なかつ組織的な利点も見逃すことができない。実際にほんの一部を

除きほとんどの教官がＩＴＳの卒業生である。教官の平均年齢は、32～33歳と若く、最

も年輩の教官でも40歳である。特記すべき点は、開校以来離職した人がいないというこ

とであろう。その背景には、正規の授業以外の収入源が確保されており、スラバヤ工科大

学の教官の２倍近い給与をもらっているというようなインセンティブの高さを指摘するこ

とができる。

プロジェクト実施中およびフォローアップ期間中は、29名の教官が１年間、日本へ研修

〔高等工業専門学校（高専）：ＪＩＣＡの研修スキーム〕もしくは留学（文部省留学生もしく

は日系企業奨学生）している。プロジェクト実施期間中は26名の教官が高専において１年

間研修を受けたわけであるが、その研修に対する評価は高い。

教官へのインタビューおよびアンケート調査結果によると、科学技術に対する視野を広

めることができ自信につながったとか、ポリテクニックの教官としての教授法を学ぶこと

ができたといった、主に教官としての精神面での成長を指摘する声が多かった。一部教官

からは、日本に行く前に研修内容について知らされていなかったために準備不足であった

点や、高専の指導教官によっては双方の英語力の不足によりコミュニケーションが適切に

取れなかったなどの不満も聞かれたが、おおむね評価する声が圧倒的多数であった。在校

生や卒業生のなかには日本で研修を受けた教官に対する評価が特に高かった者もおり、研

修の効果を裏づけるものとして興味深い11。

また、ＥＥＰＩＳのプロジェクトでは、日本人専門家が赴任する前にカウンターパート

である教官が１年間日本で研修を受けるというシステムを取り入れたため、その後インド

10 1993年の統計によると、ポリテクニックの教官は合計3046名おり、そのうちDiplomaのみ保持している教官の数は
623名となっている（高等教育省提供の資料による）。

11 在校生のインタビューでは、日本で研修を受けた教官については比較的①教授方法がよく、②教材や機材の使用方
法を熟知し、かつ③クラスの休講が少なく時間に正確であること、が指摘された。
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ネシアに引き続き赴任した専門家と一緒に活動ができ、より効果的な技術協力が可能に

なった、との指摘もあった。このシステムは、日本人専門家の長期的派遣計画が立てられ

たため生まれたものであり、日本における高専をはじめとする関係者のバックアップ体制

がより長期的視野に立ったものであったために可能となったものである12。

ひとつのプロジェクトを同じ人もしくは同じ体制が長期的視野に立って計画・支援して

いくという援助する側のマネージメント体制も、効果的な協力のためにはきわめて重要な

要因である。

プロジェクト終了後も教官の再教育・研修は行われており、ニュージーランド、シンガ

ポールのほか、ＩＴＳ、ＰＥＤＣ（バンドン）に送られている。ただし、最近はＰＥＤＣ

奨学金や政府奨学金はすべてのポリテクニックの教官を対象としたものであり、競争が激

しくてなかなか機会が与えられない、との不満も聞かれた。

（2）在校生および卒業生による教官の評価

在校生のアンケート調査結果では、36名の回答者のうち、教官の教授方法や態度につい

て良好であると答えた者が17名、残りは改善が必要であると答えている。複数回答とし

て問題点が指摘された主な内容は以下のとおりである。

・一部の教官は副業に忙しいため休講が頻繁にある。

・一部の教官は授業内容を十分に説明できない。

・同じ科目にもかかわらず教授方法や教材が教官によって異なる。

・実験クラスは教官が行わずアシスタントが代行している。

在校生のインタビューでも、一部の教官は学習内容や実験機材の使用法を理解していな

い、と指摘する声もあった。

また、卒業生のアンケート調査結果では、39名のうち、教授法が良好であると答えてい

た卒業生は13名、残りは何らかの改善が必要であると答えている。特に最近の卒業生の

なかには、「若い」教官に対し教授法や担当科目の内容に関する未熟さを指摘するものが目

立った。教官のほとんどがＳ１保持者であり、それゆえに高い潜在能力を有しているであ

ろうことは想像できるが、インタビューをした教官のなかには大学工学部よりＥＥＰＩＳ

の機材のほうが充実しており自分自身の勉強にもなると答えているものもおり、「若い」

「経験不足」の教官の質の向上が求められているようである。また在校生へのアンケート調

査結果と同様に、教官が副業で忙しく休講が多いことへの不満を持っている卒業生も多い。

これら教官や機材の問題が、教育の受益者である学生にどのような影響を与えているの

のだろうか。卒業生に対するアンケート調査の質問である「在学中に習ったことを十分習

得できたか（その過程で困難なことはなかったか）」という問いに対しては、39名中28名

12 元ＥＥＰＩＳ長期専門家の牧野修国際協力専門員のインタビューにおけるコメント。
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が何らかの難しさがあったという。学習能力には個人差があるためこれらの回答はかなり

主観的なものであることは否めないが、その理由として教官の質の問題（教官自身が教科

の内容を理解していなかった、休講が頻繁にあった、教授法が不適切であった、ひとつの教

科を複数の教官が教えていた）を指摘した人が多かった（28名中15名）ことは特筆したい。

もうひとつの質問である「ＥＥＰＩＳの長所と短所は何か」という問いに対しては、主

に以下のような回答を得ている（複数回答）。短所に関しては、多くの答えが教官にまつわ

ることであることに注目したい。

長所：施設、機材が充実している(27名）

　　　就職斡旋制度がある（９名）

　　　コース全般（カリキュラム）の質の高さ（７名）

　　　教官の質の高さ（５名）

短所：機材の維持管理が悪いこと（７名）

　　　教官が副業に忙しいこと（６名）

　　　教官の質に問題がある（５名）

　　　教官と学生間のコミュニケーションが不足していること（２名）

これら調査結果から２つのことが示唆される。まずインタビュー結果からは判明したこ

ととして、プロジェクト実施中に在校していた学生からは特に大きな不満はなく、むしろ

前述したような日本の研修の効果などがあげられているが、最近の卒業生ならびに在校生

からは教官に対する批判が多い。これは、プロジェクトそのもののが成功裏のうちに終了

したことを裏づける半面、終了後は前述したような機材の維持・管理上の問題点とも相

まって、適切な機材による適切な教育の環境をＥＥＰＩＳ自体が維持することが困難な状

況にあることを示しているのではないかと考えられる。

２つめの問題は、教官の副業によって正規の学生に対する教育の質が損なわれているの

ではないか、という点である。複数の在校生および卒業生が指摘していたように、副業（企

業セミナーの実施、夜間コースの実施）に忙しいためにクラスの休講が多く、時間もあま

り守られないことがある（あった）という。また教材に関しても、夜間コースの学生が多

いため正規コースの学生からは不足しているという不満も聞かれた。副業による収入は、

インドネシアの技術教育・訓練分野では当該校の収入として認められ、主に教官のボーナ

スや運営経費にあてられている。いわばコストリカバリーの手段として民間セクターへの

サービス活動が認められている形となっている。前述したような教官の定着率のよさの背

景のひとつともなっている。これら定着率を高めている要因が正規の学生の教育の質に影

響を与えているとしたら、何らかの見直しが必要であろう。（詳細は「２-２-１　財務マ

ネージメント」の項参照）
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てられている。これらから推測されることは、経常予算そのものが不足気味であり開発予

算を流用しなければ事業を運営できない状況があるということである。したがって、機材

の買い換えや新しい設備投資にまわす資金が常に不足していることになる。

世界銀行のレポートによると、インドネシアの教育・訓練セクターでは開発予算の多く

がスタッフの給与を含め既存の組織・施設を運営するための経常経費にあてられており、

ドナー側の援助がなくなると新たな資本財の購入や施設の建設はほとんど起こり得ないと

いう13。ＥＥＰＩＳのように技術革新の速い技術教育を実施している組織では、教育機

材の更新が十分に行えないことは大きな問題である。援助する側としても総経常コストが

できるだけ低い施設の建設や資機材の導入に細心の注意を払う必要があろう。

（2）コストリカバリーの仕組みとしての夜間コース、セミナー収入の功罪

予算表からもわかるように、夜間コースとセミナーによる収入が大きく、それらの使途

の多くは主に教官の手当てや消耗品購入、ユーティリティー経費といった経常経費にあて

られている。ＥＥＰＩＳの経常経費全体に占める夜間コース、セミナーによる収入の割合

は20％近くにのぼっており、それらの収入が財務的自立発展性に大きく寄与していること

がわかる14。

ＥＥＰＩＳに限らずインドネシアの教育機関では、独自の特別講座を設置することによ

る収入を自らの運営資金として活用している。このシステムは、1980年半ば以降の緊縮財

政以降政府によって奨励されたものである15。夜間コースもその授業料が正規コースの約

３倍以上（正規コース：60万ルピア／年、夜間コース200万ルピア／年）と高く、政府系

教育機関という位置づけながらもそれだけの高額を払う仕組みは、企業向けセミナーと同

様にコストリカバリーのための歳入措置として位置づけることができるであろう。ＥＥＰ

ＩＳでもこのシステムの恩恵により教官の収入はＩＴＳの約２倍ともいわれており、教官

の定着率が開校以降ほぼ100％を保持していることもうなづける。

企業に対するセミナーの開催などの企業との連携については、積極的にそれらのニーズ

を発掘していったＥＥＰＩＳ側の努力も評価されると同時に、スラバヤがインドネシア第

２の都市で外資系企業も多く進出してきているという地理的利点も大きい（セミナー実施

状況については「２-３-１　産業界との関係」の項参照）。夜間コースの生徒数も正規コー

スの半分以上にのぼっており、ＥＥＰＩＳに対する期待の高さを示している。

これらの歳入措置による収入も主な使い道は教官の給与や他の経常経費であり、資本財

の投入にはあてられていない。ポリテクニック分野のように教官自身に対する民間労働市

13 World Bank： Training and the Labor Market in Indonesia,  p.50
14 予算書の経費項目のほとんどが経常コストであるため、全体の予算に対するそれら副収入の割合と同じ配分である。
15 高等教育総局長の話によると、本年執行予定の法律により教育機関の収入はいったん財務省に納付することが義務
づけられるが、その後同額の予算を教育文化省から支出し、各教育機関の自由裁量によって使用できるようにする
予定とのこと（不正を防止するためと考えられる）。
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場のニーズも高い状況のなかで教官を引き止めておくためには、給与をより多く与えるこ

とが必要になる。ポリテクニックの教官は公務員なのでその給与レベルは別に定められて

おり、ＥＥＰＩＳが決められる問題ではない。それを補うものとしてこの歳入措置による

収入が活用されている。

しかし一方で、このシステムの悪影響とも読み取れるいくつかの批判も耳にした。在校

生および卒業生のインタビューとアンケート調査結果によると、教官が副業でクラスを休

講にすることが多すぎること、夜間コース設置による影響で教材が不足していることなど

が複数指摘されている。その結果、たとえば教官の教え方・態度についての設問に対し、

36名の在校生の回答者のうちネガティブなコメントが26、「ほぼよい」とするコメントが

13、「大変よい」が３つ（複数コメントを含む）あり、多くの学生があまり高い評価をくだ

していないことがわかった。

教育セクターにおける国家予算が限られている状況のなかでは、ＥＥＰＩＳに限らずほ

とんどの教育機関が、同様のシステムを活用しコストリカバリーにあてている16。仮にこ

のような各組織の自助努力がなかった場合は、基本給が民間企業の同一学歴水準の者と比

較してきわめて低いとされている教官の離職率が高くなること、あるいは質的に問題があ

る教官が増えることなども予測される。

このような現状を踏まえると、教育の質を維持し公的教育機関の使命を果たしていくた

めには、教官の適切な業績評価制度を導入することがひとつの手段として考えられる17。

ただし、ＥＥＰＩＳが電子工学という花形産業分野であることは、このような業績評価に

よるマネージメント側の管理をきわめて困難にしていることも容易に推測できる。ＥＥＰ

ＩＳのほとんどの教官がＳ１保持者であり民間企業に移ることも比較的容易な状況のなか

では、それら教官を止めておくための「アメ」（インセンティブ）を常に使わなければ離職

してしまうリスクが高く、本来の学校の業務に支障をきたさないような「ムチ」を使うこ

とがなかなか難しいのではないだろうか。

一方、援助する側としては、このようなインドネシア教育組織における財務マネージメ

ントの特徴を計画段階において十分に把握することが重要であろう。予算措置そのものは

プロジェクトではカバーできない外部条件であったとしても、経常予算が常に不足してい

ること、歳入措置をとることによってそれらの予算をカバーすることができても、本来の

業務に支障をきたす可能性が潜んでいることなどを事前に把握し、そのような状況のなか

16 世界銀行のレポートでは、本来ならば私立教育機関と競合関係にある分野に対し政府予算（開発予算、経常予算）の
手当てがある組織が進出し、それによって得た収入をスタッフの給与をはじめとするインセンティブに使っている
という構造は、市場原理をゆがめるものであると批判している。

17 ＥＥＰＩＳ現校長は、業績評価を今後実施していきたいと考えているようであるが、なかなか難しいとのコメント
があった。
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でのプロジェクトの効果的な実施を考えていく必要があろう（具体的提言については「第

Ⅲ部　組織・制度造り/能力開発に向けた提言」の項参照）。

ＥＥＰＩＳプロジェクトにおいては、積極的に産業界とのパイプ作りを行ったことが、

間接的にＥＥＰＩＳのステータスを高め、歳入措置としての企業セミナーの実施に貢献し

たと考えられる。これらもひとつの制度・組織開発への貢献要因としてとらえることがで

きる。

２ -２ -２　リーダーシップ

ＥＥＰＩＳの前所長であるSusanto氏は開校当初からつい最近まで（1997年６月）所長を

務め、日本側と協力しながらＥＥＰＩＳの組織造りの中核としてかかわってきた。ＥＥＰＩ

Ｓ開校以前は、海軍の技術学校の教官を務めた人物で旧ソ連において機械工学の博士号を取

得している。日本人専門家が推進した就職斡旋制度の設置に関しても、所長自らが地元企業

に何回も足を運ぶなど積極的にかかわってきた。また、企業とのセミナーや夜間コースの実

施なども同氏の力量によるところが大きい。元専門家からは、開校当初の組織化を行う際

に、同氏のような「経営的手腕」が備わっていた人物を得られたことは大きな力となった、と

のコメントも得られた18。　

Susanto氏率いるＥＥＰＩＳマネージメント体制を教官たちはどのようにとらえているの

であろうか。アンケート調査および教官へのインタビューによると、ほとんどの教官は労働

環境に満足しており、その理由として以下のような回答をしている。

・ボトムアップによるマネージメントのためスタッフのアイディアや意見も反映される。

・マネージメント体制の透明性が高く信頼がおける。

・オープンな雰囲気のため教官間のコミュニケーションが容易である。

・教官の学習機会（研修、リサーチファンドなどの制度）が多い。

これらのコメントから、透明性の高いマネージメント体制を敷くなかで若いスタッフの意

見を取り入れながら新しい組織の開発に取り組んでいった様子がわかる。一方で研修やリ

サーチファンドなどの機会も積極的に取り入れ、スタッフの動機づけと仕事能力の向上に影

響を与えていることも読み取れる。また、地元企業への働きかけなど、集団を代表するもの

として外部へ働きかけ集団と外界との良好な関係を作り出しており、リーダーとしての重要

な機能を果たしていることも注目される。

このような前校長の強力なリーダーシップが組織・制度開発に与えた影響は大きいと考え

られるが、同時に、就職斡旋制度導入などに代表される日本人専門家による指導がその影響

をより効果的にする働きを持っていたのではないかと考えられる。たとえば、就職斡旋制度

18 牧野修国際協力専門員へのインタビューにおけるコメント。
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導入に際しては当初前校長は消極的であったが、当時のチームリーダーをはじめとする関係

者の説得により、「校長は半信半疑であったが、われわれ（日本人専門家）を信頼してＥＥＰ

ＩＳに就職斡旋制度を導入することに同意してくれたのである」19。

リーダーシップの観点からこのことをとらえると、Susanto氏がもともと持っていたマ

ネージメント能力をさらに支援するものとして就職斡旋制度の導入を位置づけることができ

る。リーダーシップを持った有能な人材を組織の長に据えること自体は、技術協力プロジェ

クトの範囲外（外部条件）である。しかし、ＥＥＰＩＳのケースが証明したように、そのリー

ダーシップを側面から支援し、結果として組織の長のリーダーシップの強化につながるよう

な協力の方法は重要なアプローチであろう20。

２ -２ -３　就職斡旋制度と就職状況

（1）就職斡旋制度の導入

ポリテクニック教育の効果（外部効率：External Efficiency）をとらえる指標のひとつ

は、卒業生の就職率である。1992年、1993年ごろは90％前後の高い就職率であったもの

が、1994年ごろから60～70％と下がっているというコメントを得た。それでも他のポリ

テクニックに比べると高い就職率であるという21。この就職率が高いという評判はＥＥＰ

ＩＳの評価を高めているひとつの要因と考えられ、たとえば在校生や卒業生のアンケート

調査では半数近くがＥＥＰＩＳを選んだ理由として「就職しやすいから」と記述している。

さらに特徴的なことは卒業前に就職が内定するということである。

これらの効果発現は、プロジェクト協力中に日本人専門家が中心となって推進してきた

就職斡旋制度の導入によるところが大きい。同制度はＥＥＰＩＳ組織の外部効率をあげる

ための組織・制度造りのひとつとして注目される。

ＥＥＰＩＳ開校当時は、インドネシアにおいて学校が就職斡旋指導するという制度その

ものが一般的ではなく、就職斡旋制度を導入するにあたってインドネシアにおける就職活

動の現状把握や学校側への説得、ならびに企業訪問などさまざまな取り組みがなされたこ

とが報告されている22。その結果、企業からの求人票に基づいた就職指導が行われる体制

（学生へのガイダンスも含む）が確立した。現在もＥＥＰＩＳでは 「Guidance of Job

Arrangement System」という資料（インドネシア語・英語併記）を用意し、校長をヘッドに

19 高橋晴夫、関川三男：教育機関での就職斡旋指導体制の制定と実務に関する技術移転－インドネシア・スラバヤ電
子工学ポリテクニックの場合－、国際協力研究、Vol.8、No.1、p.95、1992.4、国際協力総合研修所。

20 元専門家である高橋、関川両氏は、そのために不可欠なものとしてフランクな人間関係の形成をあげている。ＥＥ
ＰＩＳプロジェクトの場合、着任の前年に日本においてカウンターパートを指導する方法が取られたことが、リー
ダーシップの強化において効果をあげた要因であると指摘している。

21 他のポリテクニックの就職率に関し具体的な数字は入手できなかったが、インタビュー、アンケート調査の結果で
はそのような回答が多かった。ポリテクニックによっては就職率の把握さえできないところもあるという。

22 前掲注18
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教官６名からなるチームを構成し企業と学生の橋渡しになる活動を行っている。

学生側はこの制度をどのようにとらえているのであろうか。前述したようにＥＥＰＩＳ

の最も優れた点のひとつとして、多くの在校生・卒業生がＥＥＰＩＳの就職率が高いこと

を指摘していた。だたし、在校生のなかには就職斡旋制度に期待しながらも、ＥＥＰＩＳ

以外の学生（主にＩＴＳや夜間コース）も登録できるので学内の競争率が激しいことへの

不安や、他の学校の学生との競争に自信がないなどの理由から就職は困難なのではと答え

る学生も多い23。

すでに職を得ている卒業生のアンケート調査結果では、39 名中 35 名が就職が容易で

あったと答えており、うち16名が斡旋制度のおかげであると述べている。ただし、卒業

生に対するインタビューでは、斡旋制度の機能の仕方がプロジェクト協力中と終了後では

少し異なってきているように見受けられた。

たとえば1992年の卒業生は、模擬試験や模擬面接などをはじめとするガイダンスがあ

り、非常に役に立ったと述べている。一方、1996年の卒業生はそのようなガイダンスは行

われておらず、ＥＥＰＩＳ内の就職情報掲示板に企業の求人情報が張り出され、必要に応

じて学内で試験が行われるのみであると述べていた〔ＥＥＰＩＳ側はいわゆる就職カウン

セリングは実施していないが、それが就職率の低下に影響しているのではなく、むしろ求

人状況とＳ１進学希望者が多いためであるとしている。次の（2）参照〕。

企業側の反応については、今回残念ながら十分な調査を実施することができなかった。

たまたま調査団が滞在中に地元企業の就職試験が行われていたので企業担当者に話を聞く

ことができたが、それによると、①ＥＥＰＩＳの卒業生を毎年３～５名採用しているが勤

勉で評価できること、②学校側が就職のアレンジに積極的なことは珍しく企業側としても

高く評価できること、との指摘があった。

（2）就職状況

ＥＥＰＩＳ卒業生の主な就職先は表Ｉ-２-２に示すとおりである。ソニーやＮＥＣな

ど大きな外資系企業に多数採用されていることがわかる。前述したように最近の就職率は

60～70％前後であり、卒業前に就職が内定する学生の割合は以前に比べて減ってきてい

る。その背景として学校側が指摘したことは、①ＤⅢを取得した後Ｓ１（大学卒業資格）を

とるために進学する学生がいること、②一時期大量に（20名程度）採用したのでその後採

用を控えた企業があったこと、などである。また、今回インタビューを申し入れていたナ

ショナルゴーベルの人事担当者の話では、多くのＥＥＰＩＳ卒業生がＳ１をとるために辞

めてしまうので次の採用を取りやめた、と述べていた24。

23 在校生36名のうち、就職に不安を感じている者は21名、うち15名が競争の激しさを懸念していた。
24 1993年には卒業生14名が採用されたが、うち13名はすでに辞めてＩＴＳに進学したことがその後のインタビュー
で判明。実際に過去２年間にわたり同社はＥＥＰＩＳの卒業生を採用していない。





- 21 -

（3）資金支援

ＥＥＰＩＳの教官および在校生に対してはさまざまな組織からの資金支援が行われてい

る。教官にとっては職場によって提供されるインセンティブとして大きな意味を持つし、

在校生にとっては勉学を続けるための励みになっている。

在校生のための奨学金制度は複数導入されている（表Ⅰ-２-３）。年間100名以上の学

生が学費を免除されていることになる。そのうち、

ＰＴＡによるものと日本人専門家有志によるものは、ＥＥＰＩＳ独自の制度として特筆

に値しよう。ＰＴＡの活動もプロジェクト実施中に日本人専門家の提言によって実現した

もので、定期的に集まりをもって学校とのコミュニケーションを図っている。ＰＴＡの奨

学金は各学科ごとに１学期１名に対し与えられている。日本人専門家有志による奨学金制

度は、Japan-Indonesia  ＥＥＰＩＳ Foundation  (ＪＩＥＥＦ）と呼ばれ、日本人専門

家がポケットマネーを出し合って作ったものである。これはのちにインドネシアの財団法

人として認可され、約500万円の基金の利子により毎年20数名の学費が免除されている。

これら制度の創設は、ＪＩＥＥＦのようにあくまでも専門家個人の意思に基づくもので

プロジェクトの協力範囲ではないものもあるが、ＥＥＰＩＳ自体の組織運営を効果的にす

るための側面支援として高く評価されるべきものである。ＰＴＡのような組織化を進めた

ことは、学校が関連外部との関係性を保つことによって学校の運営基盤を強化していった

という意味において、組織・制度造りに大きく貢献した要因であるといえる。
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1993年にはインドネシア政府の方針でＩＴＳから分離独立し、教育文化省高等教育総局管

轄下のポリテクニック教育開発センター（ＰＥＤＣ）に属することになっていたが、それは

現時点において実現していない。現在のまま併存することのメリットが双方にあるという見

方もあり、それぞれの思惑と政府の方針はかみ合わないようである。今後、2020年までに

155のポリテクニックを新設するという計画のなかでは、そのうち50カ所は既存の大学内に

設置する予定であり、高等教育総局長によると大学から独立するかどうかはそれぞれの考え

方にまかせたいとの意向であった。

ＩＴＳはインドネシアの大学のなかでも５本の指に入るほどの評価の高い大学であり、そ

のキャンパス内に位置していることはＥＥＰＩＳそのもののステータスも高めるとともに、

教官の多くがＩＴＳの卒業生（Ｓ１保持者）であるという教官の質の高さにもよい影響を与

えている。

２ -３ -３　ポリテクニック教育開発センター（ＰＥＤＣ）との関係

ＰＥＤＣは、インドネシア全土のポリテクニックを統括・管理するためにバンドン工科大

学付属ポリテクニックの敷地内に設置された。ＰＥＤＣの主な活動は以下のとおりである。

・ポリテクニック教官の養成

・カリキュラム・教材の開発、研究

・既存各校内の教育内容調査

・ポリテクニック教官の再教育

上記活動のうちＥＥＰＩＳがカバーする分野（主にマイクロプロセッサー）のカリキュラ

ム開発や教官の養成・再教育に関してはＰＥＤＣのほうから協力を求められ、1993年よりイ

ンドネシア全土のポリテクニック教官を対象に26 in-country training を実施している。

講義内容はシラバス作成要領、教授法、理論、機材の維持管理、学校運営など多岐にわたっ

ている。

ＥＥＰＩＳ側によると、ＰＥＤＣはＥＥＰＩＳを電子工学分野のポリテクニックの模範校

（the Center of Excellence）としてとらえているとのことであった。また、ＰＥＤＣの所

長であるMr. Harry Sosrohadisewojo はインタビューのなかでＥＥＰＩＳを高く評価しな

がら、今後のポリテクニック拡充計画のなかで、ＥＥＰＩＳの経験を移転するとすれば以下

の諸点が注目に値すると述べている。

・立地条件のよさ（スラバヤの産業）

・リーダーシップの存在（前校長）

・社会（産業界）が必要としている専攻

26 1993年の参加者は、メダン、バンドン、セマラン、マラン、ウジュンパンダンの各ポリテクニック教官であった。
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・マネージメントのよさ

・日本の技術的、資金的支援

２ -３ -４　その他の活動

外部との関係性からＥＥＰＩＳの実績をとらえるにあたり、上記のほかに第三国研修の実

施と日本におけるロボットコンテストへの参加について触れる。

第三国研修は、1994年よりアジア近隣諸国のポリテクニック教官を対象に開始された。参

加国は、ブルネイ、フィリピン、マレイシア、ラオス、パプア・ニューギニアの各国である。

1997年３月には第三国研修終了にあたりインドネシア事務所による評価調査が研修参加者へ

のインタビューを中心に行われ、研修の成果が確認されている。

ロボットコンテストとは日本のＮＨＫ主催で行われているもので、学生が作製したロボッ

トの機能を競うものである。ＥＥＰＩＳは1992年、1993年と二度にわたり日本の高専と肩

を並べて参加した経緯がある。当時、外国からの参加はＥＥＰＩＳのみであったが、1993年

にはベスト４に入るなど大変な活躍ぶりであった。1995年以降は、大学レベルのロボットコ

ンテスト（ほかに米国、タイ、カナダ、シンガポールなども参加）に参加している。

これら一連の外部とのつながりは、ＥＥＰＩＳがポリテクニック教育の組織として外部に

認められつつあること、また、適切な関係性を保つことによって組織の発展に必要な情報や

ネットワークを確保しつつあることを物語っている。外部との関係性はひとつのプロジェク

トフレームワークからみると、プロジェクトではコントロールできない外部条件ととらえら

れがちである。しかし、ＥＥＰＩＳのプロジェクトが示しているように、たとえば産業界と

のつながり強化のための指導、協力といった視点は必ずしも外部の条件ではなく、より効果

的に組織・制度開発を行っていくための、あるいはそのプロセスによい影響を与えるための

効果的な一手段としてプロジェクトの内部に積極的に取り入れられるべきであろう。

２ -４　プロジェクトの外部条件

プロジェクト協力ではコントロール、もしくは影響を与えることが難しい条件であるが、プ

ロジェクトの成功のためには必要な条件を「外部条件」と定義すると、ＥＥＰＩＳプロジェク

トに関してはインドネシアにおけるポリテクニック教育と労働市場、雇用条件の問題を避けて

通ることはできない。ＥＥＰＩＳが優秀な卒業生を輩出し産業界に貢献するというインパクト

を持続していくためには、卒業生が就職先で活躍できる状況が整備されていることがひとつの

外部条件となる。

（なお、労働市場ならびに雇用条件に関する調査は今回は時間的制約により十分に行うこと

ができなかった。したがって、関連するインタビュー調査と既存の文献調査に基づいて記述す

るため、ここでは調査団としての問題提起にとどめることにしたい。）
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２ -４ -１　ＤⅢの雇用条件の問題

労働市場の電子工学系ポリテクニック卒業生に対するニーズは、近年ますます高くなって

きている。ソニーへのインタビューでは、２年ほど前からポリテクニック卒業生の人気は高

く、人材確保のために在学中に奨学金を提供するなどの手段もとっているという。また、Ｊ

ＩＣＡインドネシア事務所在外専門調整員であるOetomo 氏（前高等教育省高等教育局次長）

の話によると、インドネシアではＤⅢレベルの中堅技術者が圧倒的に不足していることは動

かせない事実であるという。したがってデマンドは高く、就職制度をはじめとするＥＥＰＩ

Ｓの取り組み（ひいてはプロジェクト協力の成果）とも相まって高就職率を維持している。こ

のこと自体は評価されるべきことであるが、一方で、近年就職率が下がってきているという

事実もある。この背景として、より多くの卒業生がＳ１への進学を望んでいること、また、

たとえ就職してもＳ１に戻るため途中退社してしまうことから、企業側が採用を一時ため

らっていることなど27が影響しているのでは、との指摘がＥＥＰＩＳ側からあった（「２-２-

３　就職斡旋制度と就職状況」の項参照）。

では、なぜ多くの学生がＳ１の進学を望むであろうか。その理由として就職後のＳ１とＤ

Ⅲの待遇の格差をあげることができる。インドネシアの民間企業の多くは公務員のランキン

グシステムをそのまま採用している。公務員は採用時の資格によってそのランクがかなり詳

細にわたって決められており、給与、プロモーションなどもかなりの違いがある。

たとえば、Ｓ１の採用時と同じランクまでＤⅢが到達するためには12年間の年月を費や

さなければならない。またＤⅢの給与はＳ１の約半分のレベルであるという。ＤⅢからＳ１

への編入は認められておらず、一度就職して社会経験を持ち通常のコースの倍以上の授業料

を払って夜間コースに通わなければならないという。それでももしＳ１に入り直すことで

（約２年）これらのギャップを克服することができるとしたら、Ｓ１に進学を希望することは

ごく自然の流れであり、個人レベルでは何ら非難されることではない。しかし、視点を公的

教育機関であるポリテクニックの外部効率性に移すと、教育のウェステージ（浪費）となり

かねない問題を内包しているのではないだろうか。

２ -４ -２　ＤⅣプログラムの展開との関連

このような状況のなかで、インドネシア政府は社会の公正度を高め地域社会に根づいた産

業の育成を図るため、2020年までに全国155カ所にポリテクニックを新設する計画を進めて

いる。その一環としてポリテクニックの教官を養成するためのＤIVプログラムを、実績の

ある全国５カ所のポリテクニックに設置する計画を進めている。

ＥＥＰＩＳは電子工学分野のＤIVプログラムを設置する候補校となっている。ＥＥＰＩ

27 ナショナルゴーベルのケース〔２-２-３-（２）項参照〕。



- 27 -

Ｓ側の説明によると、ＤIVプログラムは教官の養成のみならずDiploma保持者がＳ１と同

等の資格をとるための手段であるとし、またＰＥＤＣ所長からは、時間はかかるであろうが

ポリテクニックの卒業生もＤIVプログラムによってＳ１と同等の給与レベルを得るように

なるのではないか、との私見が提示された。一方、教育文化総局長からはＤIVはあくまで

も教官養成プログラムであり、Ｓ１に近づけるものではない旨の説明があった。

Ｓ１に代表されるアカデミックストリームとＤⅢのプロフェッショナルストリームが、果

たしてドイツのような歴然としたデューアルシステムとなり得るのかどうかはわからない

が、その動向は今後のポリテクニック教育のあり方に大きく影響を与えるものとして注目す

る必要がある。
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第３章　結論と提言

３ -１　当該案件の評価

第２章に述べた調査結果の分析を受けて、ＥＥＰＩＳプロジェクトの事後評価結果を「プロ

ジェクト目標達成度」「効果」「計画の妥当性」ならびに「自立発展性」の観点からまとめる28。ま

たこれらの評価を通して、組織・制度造り/能力開発とＥＥＰＩＳプロジェクトの関連性につ

いて分析する（以下に述べる諸点の詳細分析は第２章において記述してあるので、それぞれの

対応項目を参照されたい）。

３ -１ -１　評価項目ごとの結論

（1）プロジェクト目標達成度

ＥＥＰＩＳのプロジェクト目標は、「電子・電気・通信関連産業分野に必要な中堅技術

者が輩出される」ことであったが、これらを卒業生の就職状況や満足度からとらえると達

成状況は高いと判断される。特にプロジェクト終了時直後は就職率は90％前後と高く、そ

の評価が後に続く入学者の大きな動機のひとつとなっていることもアンケート調査から判

明した。これら高就職率の背景には以下の要因が考えられる。

・プロジェクト協力によって導入された就職斡旋制度の効果

・プロジェクト協力によってニーズに合ったカリキュラムや教材の開発

・対象産業分野の中堅技術者に対するデマンドの高さ

しかし一方で、近年になって就職率が低下していることも事実である。Ｓ１へ進学する

学生が多いことや、一時期に大量採用があったため採用を控えた企業があったことなどが

その理由であるが、特に前者の要因については、ＤⅢの雇用条件の問題などの影響も散見

される（「２-２ -３　就職斡旋制度と就職状況」「２-４　プロジェクトの外部条件」の各

項参照）。

（2）プロジェクトの効果

プロジェクトの効果（インパクト）には波及効果を含めて正の効果と負の影響がある。Ｅ

ＥＰＩＳプロジェクトの正の効果としては、上位目標に掲げられている関連産業の発展へ

の寄与が考えられる。ただし、今回の調査では就職先へのインタビューを十分に行うこと

ができなかったため残念ながら明確な記述はできない。波及効果としては以下の点をあげ

ることができる。

［プロジェクトの波及効果］

・ＰＥＤＣへのカリキュラム策定に関する助言

28 「実施効率性」については、終了時評価調査で詳しく調査していることから、本第三者評価調査では割愛することと
した。
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・他のポリテクニック教官に対する研修の実施

・副収入源を確保するためのセミナー実施（必要な機材、設備、技術がある）

・就職斡旋制度の他のポリテクニックへの紹介

・第三国研修の実施およびそれに伴う東南アジア地域の電子工学ポリテクニック分

野におけるインドネシアの地位向上

プロジェクトによる負の影響については特に散見されなかった。

（3）計画の妥当性

プロジェクト実施の妥当性は、就職状況や現在のＥＥＰＩＳが外部関係組織から受けて

いる評価の高さからみても、高いと判断することができよう。妥当性を高めた要因のひと

つとしてＥＥＰＩＳが開校される以前に専門家が赴任し、産業界とのリンケージを築くた

めの活動を展開していたことを指摘することができる。技術協力が単にハード技術の移転

にとどまらず、ＥＥＰＩＳの存在意義を明確に打ち出し組織を動かしていくためには、産

業界とのつながりが重要であるという視点を実際の活動のなかに計画・実施したことは、

高く評価される。

（4）自立発展性

プロジェクト方式技術協力が終了した1992年以降、ＥＥＰＩＳは独力で教育を実施し

てきている。ＥＥＰＩＳの自立発展性をもたらしている要因と今後の持続性を考慮した場

合の懸案事項は以下のとおりである。

［自立発展性を促した要因と懸案事項］

① 政策的要因

インドネシア政府は現在、ポリテクニック拡充計画（2020年までに155校を新設）を

推進しており、その一還としてＥＥＰＩＳには電子工学分野の教官養成コース（ＤⅣ）を

設置する計画が進められているなど、政策の優先度の高さに変更はない。また、国の機

関であるポリテクニック教育開発センターが、ＥＥＰＩＳに対しカリキュラム指導や教

官指導を依頼してくるなど、信頼関係も着実に築き上げており、ＥＥＰＩＳの自立発展

性に大きく寄与している（「２-３-３　ポリテクニック教育開発センター（ＰＥＤＣ）と

の関係」の項参照）。

② 組織・制度的要因

ＥＥＰＩＳは前所長であるSusanto氏のリーダーシップのもと、就職斡旋活動をはじ

めとする企業向けセミナーの実施、夜間コースの設置などの歳入措置を通して効果的な

マネージメントを行ってきた。それらマネージメントの結果、教官の給与を含む諸経費

の捻出を可能にし、さらに教官の定着率を高めてきたことは自立発展性に大きく貢献し

ている。

一方、それら歳入措置が肝心の正規コースの学生から批判の的になっていることは、
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今後の懸案事項として指摘したい。つまり、他のビジネスに多忙すぎて休講が多くなっ

ていることや、自分で講義をしないでアシスタントに行わせていることなどが指摘さ

れ、また、夜間コースのために教材が不足しているという不満もある。自立発展に必要

な措置と組織の使命（学校の本来業務）とのバランスを適切に保っていくことが重要で

あろう（「２-２-２　リーダーシップ」「２-２-１　財務マネージメント」の各項参照）。

③ 財務的要因

政府予算である開発予算や企業向けセミナー、夜間コースの収入を経常予算の補てん

として使うことによって、財務的自立発展性を確保している。しかし一方で、資本財投

入分を経常予算にまわすという構造は、ＥＥＰＩＳのような技術革新が速い分野の技術

教育組織としては、新しい機材の購入ができないなど大きな問題をはらんでいる（「２-

２ -１　財務マネージメント」の項参照）。

④ 技術的要因

卒業生に対するアンケート調査結果からは、プロジェクト実施中の技術レベルの高さ

を評価する声は多かったものの、最近の卒業生からは機材の破損や技術革新に対応して

いないのでは、との指摘が多い。また教官に対してもその質を危ぶむ声も多い。その一

方で他のポリテクニックに比べると技術的にもＥＥＰＩＳの評判は高いとの声も多く、

比較の問題なのか、あるいは本当に技術力が高いのかについては判断しかねる。いずれ

にしても、新たなニーズの変化への対応を迫られていることは事実であり、今後機材の

更新や教官の研修が必要になってくるのではないだろうか（「２-１-２　教育機材・施

設の維持・管理と新規機材の導入」「２-１ -３　教官の能力開発」の各項参照）。

３ -１ -２　ＥＥＰＩＳプロジェクトと組織・制度造り /能力開発

ＥＥＰＩＳプロジェクトの実施は組織・制度造り/能力開発の側面にどのように貢献して

いるのであろうか。ひとつのプロジェクトレベルで考えた場合は、第２章において記述した

とおり、プロジェクトの協力範囲内で実施したさまざまな活動がＥＥＰＩＳの組織強化に貢

献していることは明らかである。また一方で、ＥＥＰＩＳが効果的に自立発展していくため

にはプロジェクトの外部条件として位置づけられる要因（政策、制度、慣習など）を考慮し

つつ、プロジェクト協力がひとつの点としてのみ存在するのではなく、プロジェクトのまわ

りの組織・制度との関係を踏まえて展開されることの重要性も示している。以下に、ＥＥＰ

ＩＳプロジェクトの協力範囲がＥＥＰＩＳの組織強化のみならず、まわりの組織・制度に与

えた影響や関連性について考察する。

（1）ＥＥＰＩＳの組織強化への貢献

① 電子工学分野のポリテクニック教育教官の養成

技術協力範囲の大きな要素のひとつに組織内人材の養成をあげることができる。ＥＥ
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ＰＩＳプロジェクトでも29名の教官を日本の高専に１年間派遣したり、文部省留学生

として修士・博士課程で学ぶ機会を与えたりしてきた。教官のインタビューやアンケー

ト調査結果によると、主に教官としての精神面での成長を指摘する声が多い。ＥＥＰＩ

Ｓプロジェクトの特徴として日本人専門家が赴任する前に１年間カウンターパートであ

る教官を日本で受け入れるというシステムを取り入れたため、より長期的で、かつ濃度

が濃い技術協力が可能になったと評価することができる。教官の成長ぶりは、その後独

自でＰＥＤＣに対し他のポリテクニック教官の研修を受け持ったり、企業へのセミナー

を実施していることからもうかがい知ることができる。

　② 電子工学分野のカリキュラムの見直し

ＥＥＰＩＳのカリキュラムはプロジェクトの協力範囲として1989年に見直しが行わ

れ、理論と実践を兼ね備えた実践的技術者の育成をめざして、基礎理論を重視したもの

へと改訂された。また、教官も理論と実践双方を教えられるように独自のモジュールを

開発するなどの方法が導入された。このカリキュラムは卒業生や教官のアンケート調査

からも支持を得ており、またポリテクニック教育開発の標準化を進めているＰＥＤＣか

らも評価されている。このことは、ＥＥＰＩＳの組織強化のみならず、ポリテクニック

教育制度へも影響を与えることがらとして興味深い（次の「（2）ポリテクニック教育制度

へ与えた影響」参照）。

　③ 就職斡旋制度の導入と産業界とのリンケージ強化

ポリテクニック教育組織の外部効率性はいかに多くの卒業生が就職し、かつ職場に貢

献できるかという視点でとらえることができる。事後評価結果の「プロジェクト目標達

成度」の項で述べたように、ＥＥＰＩＳの外部効率性はかなり高い。これを可能にした

制度として就職斡旋制度があり、制度導入のためにプロジェクトが果たした役割はきわ

めて大きい。また、就職斡旋制度を導入するにあたり産業界とのリンケージを開拓・強

化したことによって、さまざまな副次的波及効果をもたらした。たとえば、教官が産業

界のニーズに合った教育の必要性を認識したこと、ＥＥＰＩＳが企業向けセミナーを実

施したこと、などはそれらの例としてあげることができる。

（2）ポリテクニック教育制度へ与えた影響

ＥＥＰＩＳは現存する26のポリテクニックのひとつであり、全国のポリテクニック教

育の標準化を図る組織としてはＰＥＤＣ（バンドン）がある。これまでみてきたように、Ｅ

ＥＰＩＳの組織強化は全国レベルのポリテクニック教育制度に対しても少なからず影響を

与えていることが考えられる。たとえば、ＰＥＤＣが行う電子工学分野のカリキュラム開

発に対しＥＥＰＩＳがアドバイスを行っていることや、教官養成のための研修を実施して

いることなどは、それを裏づけるものとして注目される。実際に、ＰＥＤＣ所長のインタ

ビューでは、今後のポリテクニック拡充計画のなかでＥＥＰＩＳがひとつのモデルとして
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活用できる旨を述べていた。

ＰＥＤＣの役割は明確ではあるが、どの程度ポリテクニック各校に影響力があるのかが

不明である。ＥＥＰＩＳプロジェクトの場合、ＰＥＤＣの影響をあまり受けずに独自の路

線を歩むことができたことが、結果としてＥＥＰＩＳの名声をあげたことにつながったよ

うに思われる。今後のポリテクニック教育の充実のためにはＰＥＤＣの役割は大きいと考

えられ（現在組織改編を行っている）、それらのプロセスにＥＥＰＩＳが貢献したとすれ

ば、ポリテクニック教育制度というサブセクターにおける組織・制度造りの波及効果のひ

とつとして評価されよう。

（3）ポリテクニック教育政策との関連（ポリテクニック拡充計画）

現在インドネシアではポリテクニック拡充計画として、2020年までに全国に155のポリ

テクニック校を設立することを計画している。これらの実現の是非、あるいは可能性につ

いては関係者の間でも意見が分かれているように見受けられたが、ＥＥＰＩＳを含むポリ

テクニック校に対する政策の優先度が高いことがわかる。

ポリテクニック拡充計画では、将来的に教官が不足することを予測して、ポリテクニッ

ク校５校に対し新たにＤⅣプログラムを設置する計画を進めており、そのうちのひとつと

してＥＥＰＩＳが選ばれたこともＥＥＰＩＳに対する評価の高さを物語っていると同時

に、ＥＥＰＩＳプロジェクトの貢献度がポリテクニック教育政策のレベルにおいても認め

られるものとして興味深い。このような長期的な広がりを念頭に置いてＥＥＰＩＳプロ

ジェクトが展開されたのかどうかは不明であるが、そのような展開を踏まえた戦略は個々

のプロジェクトを計画していくうえできわめて重要である。

一方、援助する側として今後求められることは、この拡充計画の是非も含めてインドネ

シアの高等教育分野におけるポリテクニック教育の位置づけを再検討していくことであろ

う。その際には、たとえば現在でも不足している経常予算の問題から引き起こされること

が予想される事象、各地方のポリテクニック校修了生の就職、ＤⅣ修了後の教官の待遇

（Ｓ１保持者との関係も含めて）なども含めて、長期的戦略を構築することが望ましいので

はないだろうか。

（4）労働市場との関連

ＥＥＰＩＳ卒業生の就職率は比較的高いことは評価されるが、近年はＳ１に進学したい

学生が多く教育のウェステージ（浪費）が問われかねない状況がある。この背景には、す

でに述べたように、ポリテクニック卒業資格であるＤⅢと大学卒業資格であるＳ１保持者

の就職後の待遇の格差の問題がある。これらのことがらは明らかにプロジェクトの外部条

件ではあるが、プロジェクトの外部効率性にかかわる要因である。プロジェクト実施中は

直接この要因の影響を受けることが少なかったが、現在では就職率の低下や就職先を比較

的短期間に辞めてしまうということからもわかるように、徐々にその影響が現れつつある
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ことは否めない。民間企業によってはこれらの格差が縮小しつつあるので将来的には大き

な問題とはならないのではないか、と楽観視する向きもある。この問題は教育文化省に

とっても外部条件であり（公務員格差の是正は財務省の管轄）、ひとつのプロジェクトを実

施することによってこれらの慣習を変えることは当然不可能であるが、プロジェクトの戦

略を立てる際にこのような問題を内包していることを認識することは重要である。インド

ネシアの労働市場全体を把握し、労働力の供給源であるポリテクニック校を含めた公的訓

練機関、民間訓練機関、大学の現状や、労働力の需要先である企業の現状（企業内トレー

ニング、インセンティブシステムなども含めて）をみていくことも求められるのではない

かと思われる。

以上みてきたように、ＥＥＰＩＳプロジェクトの外部条件であるさまざまな組織・制度が実

はプロジェクトの成功（プロジェクトの対象となった組織強化も含めて）の鍵を握っているこ

とがわかる。すなわち、組織・制度造り/能力開発は政策の枠組みから関連セクター（サブセ

クター）の制度・慣習、個々のプロジェクトの文脈に至るまでの連続的なプロセスであるとい

える（図Ⅰ-３ -１）。

そのような組織・制度造り/能力開発のためには、政策をはじめとするプロジェクトのさま

ざまな外部条件を巻き込んだ形での戦略を構築することがまず必要で、その戦略を実現してい

くための手段としてプロジェクト計画が位置づけられることが肝心ではないかと考えられる。

そのためには、計画段階におけるセクター全体のイシューやその背後にある社会的要因を踏ま

えたうえでの、長期的視野に立ったプロジェクト構想がきわめて重要であると思われる（ＪＩ

ＣＡスキームに対する具体的提言については「第Ⅲ部第１章　教育セクターと公共サービスセ

クターの組織・制度造り/能力開発」の項参照）。
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３ -２ -２　企業との連携

本件評価調査により、企業と連携してことによる次のような効果発現要因がみられたが、

それぞれ次のような教訓/提言を導き出せる。

（1）卒業生の就職斡旋制度

卒業後の身分が保障されることにより、落ち着いて訓練、勉強に励むことができる。

職業教育/訓練施設として、入学希望者にとっては、就職率のよさは入学の誘因となる

ので、セールスポイントとする。

（2）企業からの在職者研修請負い、外部対象の有料セミナー開催による自己財源確保

職業教育/訓練施設として自己財源となり、学校運営の資金源となり得る。

（例）国営航空（ガルーダ）など有力企業からの在職者セミナー請負いによる財源確保、

人件費、施設の維持管理にあてる。本来の養成訓練とのバランスを十分考慮すれ

ば、在職者訓練は自立発展性の観点からは有益である。

（3）就職事務室の設置、就職説明会などの導入

就職事務室の設置、就職説明会などの導入は日本の制度を現地風にアレンジしたものを

導入。日本人専門家の発案がベースであるが、本邦研修で日本の教育施設の就職斡旋制

度/仕組みも学んだカウンターパートもこの制度導入に尽力したことは特筆に値する。

異文化、外国のシステムでも、応用は可能。プロジェクト立上げのカウンターパート本

邦研修では、技術研修に加え組織・制度造りも考慮する。

３ -２ -３　ＰＴＡ組織などとのよき連携

ＰＴＡ組織とのよき連携〔奨学金制度：原資（日本人専門家の私金：Japan-Indonesia Ｅ

ＥＰＩＳ Friendship Foundation〕は、インドネシアの財団法人としての認可手続きを行

い、500万円の設立基金をもとに、利息の運用で毎年20数名の学生の学費が免除される制

度となった。

また、ＰＴＡからの資金援助による訓練教育機材の補強、更新（コンピューターなど）も

行った。

開発途上国はいずれも財政状況が厳しい。中央政府からの予算配布も大きな期待ができ

ない昨今、先に述べた在職者セミナーなどの教育訓練施設の有効利用による自己財源確保

のほか、資金面での支援団体（ＰＴＡ、民間企業の奨学金支援システム、専門家ＯＢ会）の

組織化により訓練生への支援を行うことは向学心奨励のよき手段となる。





第Ⅱ部　電話線路保全訓練センター
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第１章　評価のテーマと方法

１ -１　評価調査の方法

電話線路保全訓練センター（ＯＰＭＣ）は、1991年以降のインドネシア電気通信公社（ＰＥＲ

ＵＭＴＥＬ）の民営化に伴い再編され、本評価時点では組織として存在していなかったことか

ら、本プロジェクトに関して、ＪＩＣＡの評価における５つの基準（効率性、目標達成度、効

果、妥当性、自立発展性）から評価を行うことは困難であった。

そのため、本第三者評価では、本プロジェクトの間接効果としてどのようなものがあるかに

ついて、①訓練機能の強化、②保全技術の向上と保全要員の意識改革、③ＯＰＭＣビルディン

グの活用状況、④ほかの地域への展開の４つの視点から、分析・評価することとした。

１ -２　公共サービスセクターにおける組織・制度造り /能力開発

（電気通信分野の動向：民営化）

わが国は、旧電信電話公社（現ＮＴＴ各社）が古くから電話線路保全技術を有しており、こ

れは技術的なノウハウから、電話線路保全要員の意識、作業環境などさまざまな要素を含み、

当該分野における開発途上国への技術移転、特に組織・制度造りについて重要な要素である。

電気通信分野の技術革新はめざましく、日進月歩であり、新技術に常にキャッチアップする

努力が必要であるが、後者の保全要員の意識改革、環境整備は技術の革新に伴いながら有益な

ノウハウとなって定着している。組織・制度造りは具体的な技術移転とともに意識改革、環境

造りも重要な要素であり、その意味から保全要員の意識改革、職場環境造りに貢献した本件技

術協力は非常に貴重な成果をあげたといえる。

修理台帳、保全要員の執務室整備、修理後の報告義務、保全要員の規律の定着など、制度造

りの成果が多くみられた。
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第２章　電話線路保全訓練センターの評価

２ -１　ＯＰＭＣの組織改編

1991年以降のインドネシア電気通信公社（ＰＥＲＵＭＴＥＬ）の民営化に伴いＯＰＭＣは再

編され、本評価調査時点においてＯＰＭＣの組織は存在していなかった29。無償資金協力によ

り供与された施設は「ＯＰＭＣビルディング」と呼ばれ、屋外電話線保全活動に活用されてい

るほか、一部マネージメントインフォメーションシステムの開発や他の活動に活用されている。

以下にＯＰＭＣを中心とした組織改編のプロセスを概観する。

２ -１ -１　ＯＰＭＣ設立から1996年まで

1987年から1991年にかけて、ＪＩＣＡによるプロジェクト方式技術協力ならびに無償資

金協力によりバンドン電話局内（当時）にＯＰＭＣが設立され、主に屋外電話線施設に関し、

①バンドン地区における効率的な保全活動の実施、②保全関係職員の訓練の実施、③他のメ

ンテナンスセンターの指導者の養成、の３つを目的とした活動が行われていた。ＯＰＭＣ設

立以前との大きな違いは、1987 年以前は５つの地方局 (Centrum, Timur, Hegarmanah,

Rajawali, Tegalega)でそれぞれ保全活動や新規架設が行われていたが、ＯＰＭＣ以降、各

地方局のスタッフを一堂に集めて、訓練機能を取り入れたひとつの施設のもとで集中管理的

に保全活動が行われるようになったことである。

1992年には民営化による組織改編に伴いＰＥＲＵＭＴＥＬはＰＴ.ＴＥＬＫＯＭと名称を

変え、現在では株式のうち75％がインドネシア政府所有（観光郵電省）、残りの25％が株式

公開されている。ＰＴ.ＴＥＬＫＯＭはインドネシア全土を７つの地域局に分割し30、積極

的に外国資本受入れによるジョイントオペレーションを行っている。たとえば、中央ジャワ

地域はＮＴＴ（日本）とＴＥＬＳＴＲＡ（オーストラリア）、スマトラ地区はFrance  Telcom、

東インドネシア地域はSingapore  Telcomなどが資本参加しており、それぞれの運営方法

には違いがあるようである。ＯＰＭＣがあったバンドン電話局は７つの地域電話局のひとつ

であるRegion Ⅲ(West Jawa)となり、アメリカのＵＳＷＥＳＴとのジョイントオペレーショ

ンのもとＫＡＮＤＡＴＥＬと名称を変更した（現在のＰＴ.ＴＥＬＫＯＭおよびＫＡＮＤＡ

ＴＥＬの組織図については図 II-２ -１、図 II-２ -２をそれぞれ参照）。

29 現地調査前に本事実を把握できなかったために、事前に申し入れていたアポイントメントなどが必ずしも適切なも
のではなかった。プロジェクト実施中のカウンターパートや研修修了者へのインタビューおよびアンケート調査は、
民営化による大幅な組織改編、またOPMC自体もプロジェクト実施中の組織形態を残していなかったことなどから、
十分に実施できなかった（たとえば、研修修了者のほとんどがどこにいるのかは不明であり、また当時のカウンター
パートも全員が保全活動に携わっているわけではない）。

30 すなわち、Region Ⅰ：スマトラ地域、Region Ⅱ：ジャカルタ地域、Region Ⅲ:西部ジャワ地域 、Region Ⅳ：中
央ジャワ地域、Region �：東部ジャワ地域 、Region �：カリマンタン地域、Region�: 東インドネシア地域の
７つであり、前OPMCは Region Ⅲの管轄下となった。
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・ファイバーオプティクス

② マーケティング部（Marketing Dept.)　管轄：各地方局ごとに展開

・第２次ケーブル、ドロップワイヤ、屋内架設、電話ネット

・障害修理

・監督

・新規加入架設

③ 訓練センター

・電話線保全訓練（詳細は「２-２-１　訓練機能の強化」の項参照）

効率的な保全活動を展開していくために、 プロジェクト実施期間中に日本人専門家から

組織改正の提案がなされていた。ＫＡＮＤＡＴＥＬ側からは、それらの提案がその後の組織

改正を行ううえでの参考になっているとのコメントがあった32。

２ -２　ＯＰＭＣの果たした役割

ＯＰＭＣプロジェクトは、屋外電話線施設の保全活動強化のための関係職員および指導者の

訓練・養成と日常保全活動全般に関する効率化に資することを目的として、1986年２月以降４

カ年（フォローアップを入れると５カ年）にわたり実施されてきた。訓練・養成対象となった

分野は保全管理、線路技術、宅内技術および土木技術の４つである。また、同センターは、イ

ンドネシア国内での電話線路保全訓練センターのモデルセンターとして位置づけられている。

前述したように、民営化に伴いＯＰＭＣの組織そのものは存在していないため、事後評価時点

におけるプロジェクトそのものの効果、自立発展性などをとらえることはできないが、間接的

効果（インパクト）としてどのようなものがあるかを、①訓練機能の強化、②保全技術の向上

および保全要員の意識改革、③ＯＰＭＣビルディングの活用状況、ならびに④他の地域への展

開の４つの視点から分析・評価する。

２ -２ -１　訓練機能の強化

ＯＰＭＣで実施された訓練機能は、ＰＴ.ＴＥＬＫＯＭ本社のTraining Divisionに属し

ている中央訓練センター（ＤＩＶＬＡＴ）に吸収されているとの説明を受けた。ＤＩＶＬＡ

Ｔでは技術訓練プログラム、ビジネスマネージメントプログラム、ならびにエグゼクティブ

プログラムの三つを実施しており、屋外電話線施設の保全技術訓練は技術訓練プログラムの

コースのひとつである（表Ⅱ-２ -２参照）。

現在実施されている保全技術の訓練内容は、表Ⅱ-２-３に示すとおりである。ＤＩＶＬ

ＡＴは民営化以前から公社の訓練部門である中央学園として存在しており、屋外施設に関す

32 たとえば、資機材管理部門は人材開発・ロジスティック部へ、企画部門はマネージメントプログラム部へ、プラン
トレコード部門は開発部へそれぞれ吸収された。
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ＫＡＮＤＡＴＥＬからは、ＯＰＭＣプロジェクトによりもたされた大きな効果として保全

要員の意識変革が指摘された。ＯＰＭＣプロジェクトでは、それまで特に部屋や机が割り当

てられることがなかった保全要員に専用の机を配置し、労働環境（例：浴室の設置）を改善

した。これらのことを通して、組織への帰属意識が向上し、関係者の保全作業に対する認識

が改善され、間接的には保全作業の効率化に結びついたという。技術的にも、保全作業時の

マニュアル化や新技術・新機材（当時）の導入によって作業の効率化がもたらされた。

また、プロジェクトでは保全要員に専用の机を与えたことのみならず、不必要な手当ての

見直し、勤務時間の設定（できるだけ現場に近い時間帯）などを実施し、保全活動を効率的

に行うための環境整備に取り組んできた。これらの環境整備は、ある組織がそこに働く人々

をコミットさせるためのインセンティブを生み出していたのではないかと考えられると同時

に、プロジェクトにおいて移転された技術が効果的・効率的に使われるためには不可欠であ

り、組織・制度造りのひとつの取り組みとして注目に値する。

ＯＰＭＣでこのような組織運営の改善に取り組んだ元専門家は、技術協力の効果をあげる

ためにはその技術が使われる相手側の組織をまず知ることが必要である、と述べている36。

ＯＰＭＣプロジェクトでは、無償資金協力による建物が完成する10カ月前にまず専門家が

着任し、組織の全体像を探りながらどのような取り組みが必要であるかを時間をかけて検討

したという。第三者が相手側の組織のなかに入り込んでその状況を把握するという活動は、

十分な「時間」をかけなければできない。片や、調査団派遣形式による調査だけではあくま

でも外側から組織をみることになり、なかなか組織の本質に迫ることが困難な場合が多い。

技術協力期間の早い段階で、組織の現状把握のための分析の必要性を明確に位置づけること

が重要ではないだろうか。

２ -２ -３　ＯＰＭＣビルディングの活用状況

現在ＯＰＭＣプロジェクトで建設された施設は、ＫＡＮＤＡＴＥＬの建物としてＯＰＭＣ

ビルディングと呼ばれている。ＯＰＭＣビルディングはＫＡＮＤＡＴＥＬの技術部の管轄下

にあり、日常的な保全活動の場となっている。

実際に使用状況を視察したが、施設の家具調度品（相手側が新たに購入したものも含めて）

を含めて大変きれいに、かつ効率的に使用されているという印象を受けた。ＯＰＭＣビル

ディングの施設および機材の使用状況について、表Ⅱ-２-５に示すコメントがＫＡＮＤＡ

ＴＥＬのほうから提示された。いくつかの機材はプロジェクト開始当初から使用されていな

いものもある。たとえば、本報告書第Ⅰ部においても述べたように、ＯＰＭＣプロジェクト

においてもコンピューターの機種（ＮＥＣ製）によるトラブルが指摘されている（第Ⅰ部第２

章２ -１ -２参照）。

36
元ＯＰＭＣ長期専門家 温品 肇氏（現ＮＴＴ東日本・池袋支店）の談。
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いて、インドネシアの電話屋外施設保全のためにバンドンＯＰＭＣの果たした役割は大きい

といえるのではないだろうか。
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第３章　結論と提言

３ -１　民営化対象事業と技術協力

「ＯＤＡが公共的性格を有する事業を対象とする」という意味はもちろん、外交政策判断上、

一種の公共性についての概念規制が加えられることはあるにせよ、法令上のみの議論をすれば、

法律専門家の解釈では「事業団団法第21条には協力の相手方の機関に関する制約はないので、

国際約束が締結されている限りは、事業団の技術協力の対象はあくまでも事業団法第１条に規

定されている目的を果たしていれば十分であって、協力対象機関自体が国家機関・公共事業体

であるかは問題にならない」「たとえ事業主体が国家機関、あるいは公共事業体でなくとも、広

く実施される事業の性格に着目して、その事業が協力対象国の経済および社会一般の発展に寄

与するものであるか否かという観点からとらえられるべき」、したがって、民営化が直ちに日

本の政府開発援助（ＯＤＡ）の受取り資格に直接的に影響するわけではなく、事業の公益性か

ら判断されるべきであるとしている。

民営化の法規制の視点からの是非論とは異なるが、事業実施体制の一貫性確保の観点から

は、組織、体制の変革を見越して事業計画を立てること、民営化の動きをしかるべく見据えた

うえで、民営化を前提条件として協力の形成、実施を行うことが望ましい。特に技術協力の大

きな柱のひとつである。「プロジェクト方式技術協力」については、協力のスパンが５年間以上

であり、協力の途中で、先方実施主体の設立根拠、運営体制、先方役職員の身分などが変わる

ことにより、継続的な協力事業の不都合の発生、中断は不利益である。

昨今、民間活力導入、民営化の動きの顕著な公共事業における、ＯＤＡの役割について種々

議論があるが、近年経済成長が著しく外国資本の導入の盛んな地域においては、ＯＤＡの計画、

実施を考える際にこの趨勢は抜きがたい事実である。

したがって、当該協力に着手する前に、セクターにおける政府開発援助の戦略があるべきで

ある。具体的協力実施以前に事前の調査ステップが必要である。

これはすでに述べた「セクター分析」ともからむが、民営化、民間活力が顕著なセクターの

公共事業は、その将来的動静を見極めて予測し、中長期的視野で協力を検討するべきである。

特にプロジェクト方式技術協力においてはその協力期間が５年間以上となることからも、協力

期間中と協力終了後の自立発展時期も考慮に入れると、最低５～８年間程度は先を見越した協

力の組立てが必要である。

また、当該セクターの民営化の動きに照らし合わせて、協力の見直し、微修正を行うための

プロジェクトの中間レビューも重要になってくる。

長い将来を展望するためには、二国間協力のパートナー調査を入念に行うとともに、他の先

進国援助国、国際機関からも情報を入手するとともに、状況を聴取し、幅広い客観的な視野を

持って協力形成にあたることも重要である。
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３ -２　組織・制度造りに向けた工夫

電話線路保全技術については、日本に長年の経験・ノウハウが蓄積された分野であり、中心

となる保全技術はもちろんのこと、その周辺の保全技術者、保全要員の意識、誇りなどの保全

環境をプロジェクト母体に根づかせることも重要な要素である。

本件協力では、プロジェクトの日本人専門家チームが、電話線路保全技術移転のほか、日本

の経験からカウンターパート側に以下のような改善点を根づかせる努力を行った。

① 効率的電話線路保全活動のための組織体制と人員配置の工夫

② 給与体系の改善：不要な手当ての廃止

③ 工具管理システムの導入

④ 修理車両の運行管理、運行日誌の導入

⑤ 勤務時間明確化

⑥ 保全職員に執務スペースと事務机を与え、計画的保全、保全記録の励行に向けた意識改

革を促進

⑦ 民営化に向かう際の給与の改善（ベースアップ）



第 III 部　組織・制度造り /能力開発に向けた提言
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第１章　教育セクターと公共サービスセクターの組織・制度造り/能力開発

１ -１　教育セクターの組織・制度造りの諸条件（長期的視野に立った協力）

１ -１ -１　案件形成調査・業務の充実

（1）セクター分析に基づいた案件形成の必要性

公的事業としての開発プロジェクトは、当該国の国家上位計画、国家予算に基づいて運

営される。セクターの傾向、当該協力の投入、成果の予測/分析などセクター全体を把握

したうえで協力案件が形成されなければ、長期的視野に立った協力案件の持続性/自立発

展性などが確保されない。また、セクターのなかで日本の協力がどう組み合わされ、どの

ような連携効果をあげるかなど、プロジェクト単位の「点」のみでとらえるべきではない。

プロジェクトの具現化にあたっては、上記のように、当該国の国・地域の開発課題を理

解して援助戦略を策定、セクターの開発方針が定まった後に徐々に協力案件を絞り込み、

形成していく取り組みが必要である。

（2）要請前段階調査の充実（企画調査、プロジェクト形成調査）

　① そのためには、長期的に当該国の重点分野/セクターの開発イッシューを分析する

要員を配置したうえで、セクターの全体像をつかむことがまず第一の必須条件であ

る。企画調査員と在外専門調整員などの活用が考えられる。

　② 上記企画調査にあわせて、セクター、開発イッシューごとに当該分野の複数の専門

的視点から、協力案件の精査を行うとともに熟度を高めるための形成調査も必須のス

テップである。

（3）要請後の案件形成調査の充実（短期調査段階の組織・制度造りへの関与、相手国実施

機関の詳細分析）

　① 要請後の案件形成調査の主眼は、まず協力のパートナー調査を綿密に行うことであ

る。この段階においては、すでに実施を前提にプロジェクトの置かれた状況をみつつ

実質的なプロジェクト立上げ準備が行われているべきであり、短期調査に従事する要

員も相手方の実情に精通した者の配置が望まれる。

　② 今回調査した「スラバヤ電子工学ポリテクニック」の案件形成の過程には、長期調

査（現在の「短期調査」）段階で、先方実施機関のプロジェクト立上げ責任者と、教官

確保、カリキュラムの編成準備、卒業生の就職先の事前開拓など、協力の実施期間開

始には整った状態でプロジェクトが始動できるよう「将来を展望して立上げ諸準備に

日本およびインドネシア双方が尽力した」ことが大きな要因となっている。

　③ 人造り協力は、まず教育/訓練の内容が充実して魅力的であること、習得技術が就

職の保証、あるいは給与の向上などの実態的な誘因があること等が十分プロジェクト

の内容に組み入れられなければ持続的発展は期待できない。短期調査のような案件形
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成の後半段階では、協力の基本的負担事項（カウンターパートの配置、種々の予算措

置など）の確認のみならず、協力の内容についても醸成しておく段階である。

（4）審査機能の強化（財務的評価）

協力案件の持続性、自立発展性に重きを置くならば、協力案件の専門的見地からの技術

的検討のみならず、財務的視点から持続性をみる財務的評価、運営体制/能力をみる制度

的評価などの事前審査を取り入れていくべきである。

今後、協力案件の検討にあたっては以下の３つの柱を考慮して事前の調査を組み立てて

いく必要がある。

　① 技術的評価：当該協力が相手国・地域やセクターに適した技術であるか否かの検討

　② 財務的評価：案件とその運営機関の財務面での持続性を検討するもの。案件の必要

経費、収益性の考慮、政府予算との関連、受益者への財務的影響

　③ 制度的評価：当該国の公的システム、産業界との関連でみる当該運営機関の組織マ

ネージメントの能力、体制の検討

１ -２　公共サービスセクターの組織・制度造りの諸条件（民営化対象事業）

昨今、民間活力導入、民営化の動きの顕著な公共事業における、ＯＤＡの役割について種々

議論があるが、近年経済成長が著しく外国資本の導入の盛んな地域においては、ＯＤＡの計画、

実施を考える際にこの趨勢は抜きがたい事実である。

したがって、当該協力に着手する前に、セクターにおける政府開発援助の戦略があるべきで

ある。具体的協力実施以前に事前の調査ステップが必要である。

これはすでに述べた「セクター分析」ともからむが、民営化、民間活力が顕著なセクターの

公共事業は、その将来的動勢を見極めて予測し、中長期的視野で協力を検討すべきである。特

にプロジェクト方式技術協力においてはその協力期間が５年間以上となることからも、協力期

間中と協力終了後の自立発展時期も考慮に入れると、最低５～８年間程度は先を見越した協力

の組立てが必要である。

また、当該セクターの民営化の動きに照らし合わせて協力の見直し、微修正を行うためのプ

ロジェクトの中間レビューも重要になってくる。

長い将来を展望するためには、二国間協力のパートナー調査を入念に行うとともに、他の先

進援助国、国際機関からも情報入手、状況を聴取し、幅広い客観的な視野を持って協力形成に

あたることも重要である。
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第２章　案件形成調査・業務の充実

２ -１　セクター分析に基づいた案件形成の必要性

公的事業としての開発プロジェクトは、当該国の国家上位計画、国家予算に基づいて運営さ

れる。セクターの傾向、当該協力の投入、成果の予測/分析などセクター全体を把握したうえ

で協力案件が形成されなければ、長期的視野に立った協力案件の持続性/自立発展性などが確

保されない。また、セクターのなかで日本の協力がどう組み合わされ、どのような連携効果を

あげるかなど、プロジェクト単位の「点」のみの働きでとらえるべきではない。

プロジェクトの具現化にあたっては、上記のように、当該国の国・地域の開発課題を理解し

て援助戦略を策定、セクターの開発方針が定まった後に徐々に協力案件を絞り込み、形成して

いく取り組みが必要である。

２ -２　要請前段階調査の充実（企画調査、プロジェクト形成調査）

① そのためには、長期的に当該国の重点分野/セクターの開発イッシューを分析する要員

を配置したうえでセクターの全体像をつかむことがまず第一の必須条件である。企画調査

員と在外専門調整員などの活用が考えられる。

② 上記企画調査にあわせて、セクター、開発イッシューごとに当該分野の複数の専門的視

点から協力案件の精査を行うとともに、熟度を高めるための形成調査も必須のステップで

ある。

２ -３　要請後の案件形成調査の充実〔短期調査（従来の長期調査）段階の組織・制度造りへの

関与、相手国実施機関の詳細分析〕

① 要請後の案件形成調査の主眼は、まず協力のパートナー調査を綿密に行うことである。

この段階においては、すでに実施を前提にプロジェクトの置かれた状況をみつつ実質的な

プロジェクト立上げ準備が行われているべきであり、短期調査に従事する要員も相手方の

実情に精通した調査者の配置が望まれる。

② 今回調査した「スラバヤ電子工学ポリテクニック」の案件形成の過程には、短期調査段

階で、先方実施機関のプロジェクト立上げ責任者と、教官確保、カリキュラムの編成準備、

卒業生の就職先の事前開拓など、協力の実施期間開始には整った状態でプロジェクトが始

動できるよう「将来を展望して立上げ諸準備に日本およびインドネシア双方が尽力した」こ

とが成功の大きな要因となっている。

③ 人造り協力は、まず教育/訓練の内容が充実して魅力的であること、日本の技術協力の

直接的な受け手である先方カウンターパートにとっては、その立場、存在が社会的に認知

され、活躍に見合う処遇が保証されていること、対象施設の訓練生にとっては習得技術が
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雇用の保証、あるいは給与の向上などの利益を伴う実質的な誘因があること、などが十分

プロジェクトの内容に組み入れられなければ持続的発展は期待できない。

　　短期調査のような案件形成の後半段階では、協力の基本的負担事項（カウンターパート

の配置、種々の予算措置など）の確認のみならず、将来を見据えた協力の内容についても

醸成しておく段階である。

２ -４　審査機能の強化（財務的評価の導入）

協力案件の持続性、自立発展性に重きを置くならば、協力案件の専門的見地からの技術的検

討のみならず、財務的視点から持続性をみる財務的評価、運営体制/能力をみる制度的評価な

どの事前審査を取り入れていくべきである。

今後、協力案件の検討にあたっては以下の項目を考慮して事前の調査を組み立てていく必要

がある。

① 技術的評価：当該協力が相手国・地域やセクターに適した技術であるか否かの検討

② 財務的評価：案件とその運営機関の財務面での持続性を検討するもの。案件の必要経

費、収益性の考慮、政府予算との関連、受益者への財務的影響

③ 制度的評価：当該国の公的システム、産業界との関連でみる当該運営機関の組織マネー

ジメントの能力、体制の検討

④ 環境配慮：開発援助の環境への影響、アセスメント

⑤ 社会的インパクト評価：開発援助の社会的インパクトの予想
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第３章　今後の事後評価の改善に向けて

３ -１　事前準備の充実 /現地人材リソースの活用

事後評価は主にプロジェクトの効果やプロジェクト目標達成度、協力終了後の自立発展性な

どの評価の視点で調査を行うものであるので、評価者の現地調査の前の事前準備に十分時間を

かける必要がある。

調査の重複を避けるため、かつ現地調査を効率よく実施するためにも、他事業部の関連調査

結果で活用できる部分は使い、足りない情報部分のみを現地で補足することが肝要である。

目下評価活動において、ローカルコンサルタントを中心とする在外の人材リソースを活用し

ているが、費用対効果、手続きに要する時間などを勘案しても現地の人材活用は、人材次第、

活用の工夫次第できわめて有効かつ効率的である。事前の質問状調査、聞き取り調査準備など

事前に時間をかけておくことにより、本邦から赴く調査団の現地調査の効率化を図ることがで

きる。

このためにも在外事務所でローカルコンサルタントのさらなる開拓、ロングリスト作り、業

務終了後の実績評価をさらに充実させる必要がある。

３ -２　フィードバック体制の充実

評価結果の事業へのフィードバック体制のさらなる強化が望まれる。ＪＩＣＡのプロジェク

ト・サイクルのなかでのフィードバック機能/体制強化はもとより、情報公開が叫ばれている

現在、評価からのフィードバックが事業にどのように生かされたか明らかにしていく必要があ

る。

フィードバックすべきことがらとして、セクターに特化したことがらとともにセクター横断

的な、国/地域で有益な教訓、提言など、さまざまな教訓/提言が期待できる。

特に今回、「第三者評価」として外部の有識者が客観的な視点で評価を実施したものについて

は、特にフィードバックとその後の活用の実態がわかるような仕組みにしていくことが望まれ

る。





１　調査団構成

２　調査団日程

３　ＥＥＰＩＳプロジェクト概要

４　ＥＥＰＩＳプロジェクト略史

５　ＥＥＰＩＳプロジェクト・第三者評価調査の方法

６　ＯＰＭＣプロジェクト概要

７　ＯＰＭＣプロジェクト略史

８　ＯＰＭＣプロジェクト・第三者評価調査の方法

９　ＥＥＰＩＳ生徒への質問票調査結果

10　ＥＥＰＩＳ生徒への質問票調査結果（グラフ）

11　ＥＥＰＩＳ卒業生への質問票調査結果

12　ＥＥＰＩＳ卒業生への質問票調査結果（グラフ）

13　ＥＥＰＩＳ生徒と卒業生の質問票調査結果の比較（表）

14　ＥＥＰＩＳ教官への質問票調査結果

15　面談者一覧（ＡＢＣ順）

16　面談者一覧（調査日程順）

資　　　　　料












































































































































	表紙
	写真
	目次
	はじめに――協力案件の概要と第三者評価――
	第Ｉ部 スラバヤ電子工学ポリテクニック
	第１章 評価のテーマと方法
	１ -１ 評価調査の方法
	１ -２ 高等/技術教育セクターにおける組織・制度造り/能力開発

	第２章 スラバヤ電子工学ポリテクニックの評価
	２ -１ 教育内容の充実.
	２ -１ -１ カリキュラム・教材の開発と改訂
	２ -１ -２ 教育機材・施設の維持・管理と新規機材の導入
	２ -１ -３ 教官の能力開発

	２ -２ 組織のマネージメント
	２ -２ -１ 財務マネージメント
	２ -２ -２ リーダーシップ
	２ -２ -３ 就職斡旋制度と就職状況

	２ -３ 組織外部との連携
	２ -３ -１ 産業界との関係
	２ -３ -２ スラバヤ工科大学（ＩＴＳ）との関係
	２ -３ -３ ポリテクニック教育開発センター（ＰＥＤＣ）との関係
	２ -３ -４ その他の活動

	２ -４ プロジェクトの外部条件
	２ -４ -１ ＤⅢの雇用条件の問題
	２ -４ -２ ＤⅣプログラムの展開との関連


	第３章 結論と提言
	３ -１ 当該案件の評価
	３ -１ -１ 評価項目ごとの結論
	３ -１ -２ ＥＥＰＩＳプロジェクトと組織・制度造り/能力開発

	３ -２ 当該案件への教訓/提言
	３ -２ -１ 新たな教育訓練施設立上げの際の組織・制度造り/能力開発
	３ -２ -２ 企業との連携
	３ -２ -３ ＰＴＡ組織などとのよき連携


	第II部 電話線路保全訓練センター
	第１章 評価のテーマと方法
	１ -１ 評価調査の方法
	１ -２ 公共サービスセクターにおける組織・制度造り/能力開発（電気通信分野の動向：民営化）

	第２章 電話線路保全訓練センター（ＯＰＭＣ）の評価
	２ -１ ＯＰＭＣの組織改編
	２ -１ -１ ＯＰＭＣ設立から1996年まで
	２ -１ -２ 1997年以降のマネージメント

	２ -２ ＯＰＭＣの果たした役割
	２ -２ -１ 訓練機能の強化
	２ -２ -２ 保全技術の向上と保全要員の意識改革
	２ -２ -３ ＯＰＭＣビルディングの活用状況
	２ -２ -４ 他の地域への展開


	第３章 結論と提言
	３ -１ 民営化対象事業と技術協力
	３ -２ 組織・制度造りに向けた工夫

	第III部 組織・制度造り/能力開発に向けた提言
	第１章 教育セクターと公共サービスセクターの組織・制度造り/能力開発
	１ -１ 教育セクターの組織・制度造りの諸条件（長期的視野に立った協力）
	１ -１ -１ 案件形成調査・業務の充実

	１ -２ 公共サービスセクターの組織・制度造りの諸条件（民営化対象事業）

	第２章 案件形成調査・業務の充実
	２ -１ セクター分析に基づいた案件形成の必要性
	２ -２ 要請前段階調査の充実（企画調査、プロジェクト形成調査）
	２ -３ 要請後の案件形成調査の充実〔短期調査（従来の長期調査）段階の組織・制度造りへの関与、相手国実施機関の詳細分析〕
	２ -４ 審査機能の強化（財務的評価の導入）

	第３章 今後の事後評価の改善に向けて
	３ -１ 事前準備の充実/現地人材ソースの活用
	３ -２ フィードバック体制の充実.

	資料
	１ 調査団構成
	２ 調査団日程
	３ ＥＥＰＩＳプロジェクト概要
	４ ＥＥＰＩＳプロジェクト略史
	５ ＥＥＰＩＳプロジェクト・第三者評価調査の方法
	６ ＯＰＭＣプロジェクト概要
	７ ＯＰＭＣプロジェクト略史
	８ ＯＰＭＣプロジェクト・第三者評価調査の方法
	９ ＥＥＰＩＳ生徒への質問票調査結果
	10 ＥＥＰＩＳ生徒への質問票調査結果（グラフ）
	11 ＥＥＰＩＳ卒業生への質問票調査結果
	12 ＥＥＰＩＳ卒業生への質問票調査結果（グラフ）
	13 ＥＥＰＩＳ生徒と卒業生の質問票調査結果の比較（表）
	14 ＥＥＰＩＳ教官への質問票調査結果
	15 面談者一覧（ＡＢＣ順）
	16 面談者一覧（調査日程順）


